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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第155期
第２四半期
連結累計期間

第156期
第２四半期
連結累計期間

第155期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 89,773 93,910 245,033

経常利益又は経常損失(△） (百万円) △4,865 △4,824 10,128

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
純損失(△)

(百万円) △3,442 △3,091 7,653

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,391 △4,247 5,899

純資産額 (百万円) 76,117 80,649 84,497

総資産額 (百万円) 246,024 259,015 265,586

１株当たり当期純利益又は 　　
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △75.87 △68.14 168.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 30.6 30.0 31.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,645 3,697 14,365

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,476 △5,201 △8,074

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,774 5,094 △3,101

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 11,693 15,800 12,433
 

　　

回次
第155期
第２四半期
連結会計期間

第156期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

１株当たり四半期純損失(△)　　　  (円) △23.72 △19.74
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株当たり四半期純損失を算定しておりま

す。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

なお、セグメントごとの主要な関係会社の異動については以下のとおりです。

（社会インフラ事業）

第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であったイームル工業株式会社の株式を追加取得し連結子

会社化したため、持分法適用関連会社から除外し、連結の範囲に含めております。

 
（産業システム事業）

第１四半期連結会計期間において、新たに設立した明電舎（杭州）駆動技術有限公司を連結の範囲に含めておりま

す。

 
第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（2019年１月31日内閣府令第３号）による改

正後の「企業内容等の開示に関する内閣府令」第四号の三様式記載上の注意（7）の規定を当事業年度に係る四半期

報告書から適用しております。

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社)の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及

び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおりであります。

　なお、当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向け浄水場・下水処理場向け電気設

備等において、年度末に売上高が集中する傾向があります。そのため、例年、第２四半期の売上高については、年

間の実績値に対して相対的に低い水準にとどまっております。

(単位:百万円)

 
2019年３月期

第２四半期累計期間
2020年３月期

第２四半期累計期間
増減額 増減率(％)

売 　  上  　 高 89,773 93,910 4,136 4.6

営　 業　 損　 失 △4,766 △4,132 634 －

経　 常　 損　 失 △4,865 △4,824 40 －

親会社株主に帰属する
四 半 期 純 損 失

△3,442 △3,091 350 －
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セグメント別の状況は次のとおりであります。各セグメントの金額につきましては、セグメント間の取引を含ん

でおります。
 
①　社会インフラ事業セグメント

　　主に水インフラ分野において、昨年度末に発生した工期延期案件の売上計上により増収となりました。また、

　前年同期は海外民需案件の原価悪化が発生した事により、前年同期比では増益となりました。その結果、売上高

　は前年同期比1.4％増の48,795百万円、営業損失は1,457百万円改善の4,773百万円となりました。

 
②　産業システム事業セグメント

　　電動力分野は、ＰＨＥＶ・ＥＶ向けモータ・インバータの需要が好調に推移し、沼津インバータ工場の新ライ

　ン稼働もあり、増収となりました。一方、電子機器分野では、半導体市場の調整局面が続いている影響で、半導

　体製造装置向け部品が低調に推移した事により、大幅な減益となりました。その結果、売上高は前年同期比7.1％

　増の29,308百万円、営業利益は1,375百万円悪化の674百万円となりました。

　　半導体製造装置向け部品の市場動向を引き続き注視してまいります。

 
③　保守・サービス事業セグメント

　ＢＣＰや省エネ対応、設備延命化需要の高まりを背景に、電気設備の保守・点検、維持・運転管理までを一括

して請け負うワンストップサービスの取組みや、民間工場・施設の「ウォークスルー活動」を通した設備診

断・　

提案活動を積極的に展開し、業績は堅調に推移しております。その結果、売上高は前年同期比12.7％増の

13,033百万円、営業利益は777百万円改善の12百万円となりました。

 
④　不動産事業セグメント

　　売上高は前年同期並みの1,741百万円、営業利益は73百万円悪化の713百万円となりました。

 
⑤　その他

　　売上高は前年同期比9.1％増の9,438百万円、営業利益は87百万円改善の357百万円となりました。

　

(2) 財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」）比6,570百万円減少し、259,015

百万円となりました。

流動資産は、前期末に計上した売上債権の回収が進み、前期末比11,545百万円減少し、142,185百万円となりまし

た。　

固定資産は、ＥＶ用部品の生産ラインの増強及びイームル工業株式会社の連結に伴う有形固定資産の増加によ

り、前期末比4,975百万円増加の116,830百万円となりました。

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前期末比2,722百万円減少し、178,366百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上及び剰余金の配当に伴

い、前期末比3,848百万円減少し、80,649百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前期末の31.5%から30.0%となりました。
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(3) キャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、前第２四半期連結累計期間に比べ

4,106百万円増加し、15,800百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は3,697百万円（前年同期は15,645百万円の獲得）となりました。

収入の主な内訳は、売上債権の減少額37,283百万円、減価償却費4,347百万円であり、支出の主な内訳は、たな

卸資産の増加額14,064百万円、仕入債務の減少額13,408百万円であります。

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は5,201百万円（前年同期は4,476百万円の使用）となりました。

支出の主な内訳は、有形及び無形固定資産の取得による支出6,824百万円であり、収入の主な内訳は、連結の範

囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入1,649百万円であります。

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果得られた資金は5,094百万円（前年同期は8,774百万円の使用）となりました。

収入の主な内訳は、社債の発行による収入6,000百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払額1,133百万円

であります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　

　　(当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針)

１．基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社の企業価

値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上

していくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取

得の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

もの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社株式の大量取得を行う者が、当社の企業価値の源泉を理解したうえで、それを中長期的に確保し、向上させ

られるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必要かつ相当な対抗措置を

採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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２．基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

当社グループでは今後も着実に事業を展開していくため、「中期経営計画２０２０」を推進しております。本中

期経営計画においては、更なる飛躍に向けた『力強いステップ』を踏むフェーズとして、設備・人財・研究開発・

パートナーシップ強化などの投資・施策を積極的に行ってまいります。

(「中期経営計画」の詳細につきましては、当社の2018年５月14日付プレスリリースをご参照ください。)

また、当社は執行役員制を導入し、取締役会における意思決定機能・監督機能と執行役員への権限を委譲した業

務執行機能を分離させるとともに、取締役会を構成する取締役９名のうち２名を独立性のある社外取締役とするこ

とで、経営の透明性を確保し、取締役会による業務執行に対する監督機能を充実させ、コーポレート・ガバナンス

を強化しております。

　

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みの内容の概要

当社は、「当社株式の大量取得行為に関する対応策」(買収防衛策)につきまして、2017年５月12日開催の取締役

会及び2017年６月28日開催の当社第153期定時株主総会の各決議に基づき、その内容を一部改定したうえで更新いた

しました。(以下、改定後の買収防衛策を「本プラン」といいます。)

本プランによる、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みの具体的内容の概要は、次のとおりであります。

（１）本プランの目的

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない当社株式の大量取得

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。本プランは、

こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株

主共同の利益に反する当社株式の大量取得を抑止するために、当社株式に対する大量取得が行われる際に、当社

取締役会が株主のみなさまに代替案を提案すること、あるいは株主のみなさまがかかる大量取得に応じるべきか

否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主のみなさまのために交渉を行うこと等を可能とす

ることを目的としております。

（２）本プランの概要

本プランは、以下の①若しくは②に該当する行為又はこれに類似する行為（これらの提案を含みます。）（当

社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなさ

れる場合を適用対象とします。

　　①当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20%以上となる買付その他の取得

　　②当社が発行者である株式等について、公開買付けを行う者の株式等所有割合及びその特別関係者の株券等

　　　　所有割合の合計が20%以上となる公開買付け

買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）には、予め本プランに定められる手続に従うもの

とし、本プランに従い当社取締役会が新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行い、又は当社株主総会

において本新株予約権の無償割当ての実施に係る議案が否決されるまでの間、買付等を実行してはならないもの

とします。

　買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む法的拘束力の

ある意向表明書及び買付等の内容の検討に必要な所定の情報等を記載した買付説明書を、当社に対して提出して

いただきます。また、独立委員会は、当社取締役会に対しても、買付等の内容に対する意見や代替案（もしあれ

ば）等の情報を提供するよう要求することができます。

独立委員会は、当該買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉等を行い、かかる検討等の結果、当該買付

等が本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合又は当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれのある場合等であって、かつ本プランに定める新株予約権の無償割当てを実施する

ことに相当性が存し、本プラン所定の発動事由に該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、買付者

等による権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに

新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。他方、

独立委員会は、買付者等による買付等が本プラン所定の発動事由に該当しないと判断した場合には、当社取締役

会に対して、新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧告を行います。
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また、独立委員会による本新株予約権の無償割当ての実施に際して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付し

た場合等、本プラン所定の場合には、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます。）を招集します。

当社取締役会は、株主意思確認総会の決議又は（株主意思確認総会の決議がない場合）独立委員会の上記勧告

を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うもの

とします。

本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買付者等以外の株

主のみなさまに当社株式が交付された場合には、１個の新株予約権につき、原則として１株の当社株式が発行さ

れることから、買付者等の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。本プラン

の有効期間は、原則として、2017年６月28日開催の第153期定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとされております。

　

４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の「中期経営計画２０２０」及びコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基

本方針に沿うものです。

また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保す

るための枠組みであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランにつきましては、経済産業省及び法務省が2005

年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三

原則(①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則)

を充足していること、第153期定時株主総会において株主のみなさまの承認を得て更新されており、有効期間が約３

年間と定められていること、本プランの発動の是非について株主のみなさまの意思の確認がなされることがあるこ

と、また当社の株主総会又は取締役会によりいつでも本プランを廃止できるとされていること等、株主のみなさま

の意思を重視するものとなっております。また、これらに加え、当社経営陣から独立した弁護士・会計士等の専門

家、社外有識者から構成される独立委員会が設置され、本プランの発動等に際しては必ず独立委員会の判断を経る

ことが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で専門家等を利用し助言を受けることができるとされてい

ること等により、その判断の公正さ・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 
(5) 研究開発活動の状況

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5,342百万円です。なお、当第２四半

期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 主要な設備の状況

第１四半期連結会計期間に中国に設立しました明電舎（杭州）駆動技術有限公司（資本金4,250百万円（予定））

において、国外では初となる電気自動車用部品の生産拠点とすべく、3,492百万円の設備投資を予定しております。

また、電気自動車用部品の生産体制の強化として量産設備増強のため決定した約7,000百万円の投資のうち、当第

２四半期連結累計期間において、沼津事業所、名古屋事業所、及び株式会社甲府明電舎の３事業所合計で3,573百万

円の投資を実施しました。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 115,200,000

計 115,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 45,527,540 45,527,540

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

 (市場第一部)

単元株式数
100株

計 45,527,540 45,527,540 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 2019 年７月１日～
 2019 年９月30日

― 45,527 ― 17,070 ― 5,000
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(5) 【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,673 8.10

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 2,631 5.80

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,391 5.27

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,241 4.94

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 1,746 3.85

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,500 3.31

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 1,061 2.34

明電舎従業員持株会
東京都品川区大崎二丁目１番１号

ThinkPark Tower
965 2.13

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 754 1.66

明友持株会 東京都品川区大崎二丁目１番１号 662 1.46

計 － 17,628 38.86
 

(注)１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び

　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５)の保有株式は信託業務にかかる株式であります。

　　２．2019年10月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

　　　　株式会社及びその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、及び日興アセット

　　　　マネジメント株式会社が2019年９月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

　　　　当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

　　　　含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番
１号

1,500 3.29

三井住友トラスト・アセッ
トマネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 2,212.5 4.86

日興アセットマネジメント
株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号
ミッドタウン・タワー

424.1 0.93
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 156,400
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,247,700
 

452,477 ―

単元未満株式 普通株式 123,440
 

― ―

発行済株式総数 45,527,540 ― ―

総株主の議決権 ― 452,477 ―
 

(注) １．株式会社証券保管振替機構名義の株式730株のうち、700株は、「完全議決権株式(その他)」に含まれてお

り、30株は、「単元未満株式」に含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決

権株式に係る議決権の数７個が含まれております。

２．自己株式156,421株のうち、21株は「単元未満株式」に含まれております。

 

② 【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社明電舎

東京都品川区大崎

二丁目１番１号
156,400 ― 156,400 0.34

計 － 156,400 ― 156,400 0.34
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,687 16,151

  受取手形及び売掛金 ※1  87,453 56,352

  電子記録債権 ※1  6,507 6,348

  商品及び製品 4,478 4,637

  仕掛品 32,694 46,847

  原材料及び貯蔵品 5,476 5,289

  その他 4,556 6,667

  貸倒引当金 △123 △109

  流動資産合計 153,731 142,185

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 36,878 38,480

   機械装置及び運搬具（純額） 10,389 10,441

   土地 12,601 12,964

   建設仮勘定 1,188 2,941

   その他（純額） 2,272 4,388

   有形固定資産合計 63,330 69,216

  無形固定資産   

   ソフトウエア 5,433 5,745

   のれん 4,645 4,325

   その他 1,129 786

   無形固定資産合計 11,208 10,857

  投資その他の資産   

   投資有価証券 20,149 17,773

   長期貸付金 30 32

   繰延税金資産 15,129 16,856

   その他 2,044 2,131

   貸倒引当金 △38 △38

   投資その他の資産合計 37,315 36,755

  固定資産合計 111,854 116,830

 資産合計 265,586 259,015
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  33,685 28,650

  電子記録債務 5,046 4,276

  短期借入金 9,928 10,801

  未払金 13,490 6,518

  未払法人税等 1,838 496

  前受金 14,473 20,845

  賞与引当金 7,124 7,112

  製品保証引当金 1,422 1,316

  受注損失引当金 1,106 1,084

  その他 16,664 13,901

  流動負債合計 104,779 95,003

 固定負債   

  社債 5,000 11,000

  長期借入金 24,593 24,404

  退職給付に係る負債 43,145 43,362

  環境対策引当金 426 425

  その他 3,143 4,169

  固定負債合計 76,308 83,362

 負債合計 181,088 178,366

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 17,070 17,070

  資本剰余金 11,923 11,402

  利益剰余金 49,665 45,439

  自己株式 △186 △187

  株主資本合計 78,472 73,723

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,973 6,347

  繰延ヘッジ損益 6 3

  為替換算調整勘定 1,085 283

  退職給付に係る調整累計額 △2,817 △2,541

  その他の包括利益累計額合計 5,247 4,092

 非支配株主持分 777 2,832

 純資産合計 84,497 80,649

負債純資産合計 265,586 259,015
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 89,773 93,910

売上原価 69,986 73,081

売上総利益 19,786 20,828

販売費及び一般管理費 ※1  24,552 ※1  24,960

営業損失（△） △4,766 △4,132

営業外収益   

 受取利息 17 20

 受取配当金 353 350

 受取賃貸料 50 51

 持分法による投資利益 64 18

 その他 305 274

 営業外収益合計 791 715

営業外費用   

 支払利息 289 362

 為替差損 21 241

 出向者関係費 82 98

 訴訟関連費用 253 362

 その他 243 343

 営業外費用合計 890 1,408

経常損失（△） △4,865 △4,824

特別利益   

 段階取得に係る差益 － 365

 特別利益合計 － 365

特別損失   

 固定資産除却損 － 12

 その他 0 7

 特別損失合計 0 20

税金等調整前四半期純損失（△） △4,866 △4,479

法人税、住民税及び事業税 251 220

法人税等調整額 △1,472 △1,606

法人税等合計 △1,220 △1,386

四半期純損失（△） △3,645 △3,093

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △202 △1

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △3,442 △3,091
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純損失（△） △3,645 △3,093

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 241 △626

 繰延ヘッジ損益 3 △3

 為替換算調整勘定 △251 △801

 退職給付に係る調整額 260 276

 その他の包括利益合計 254 △1,154

四半期包括利益 △3,391 △4,247

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △3,201 △4,246

 非支配株主に係る四半期包括利益 △190 △0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △4,866 △4,479

 減価償却費 4,214 4,347

 のれん償却額 295 287

 引当金の増減額（△は減少） 745 △120

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 284 553

 受取利息及び受取配当金 △371 △371

 支払利息 289 362

 持分法による投資損益（△は益） △64 △18

 段階取得に係る差損益（△は益） － △365

 売上債権の増減額（△は増加） 47,117 37,283

 たな卸資産の増減額（△は増加） △15,858 △14,064

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,782 △13,408

 その他 △3,568 △3,309

 小計 19,435 6,697

 利息及び配当金の受取額 407 421

 利息の支払額 △271 △347

 法人税等の支払額 △3,926 △3,074

 営業活動によるキャッシュ・フロー 15,645 3,697

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,072 △6,824

 投資有価証券の売却による収入 － 254

 関係会社株式の取得による支出 － △9

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 1,649

 その他 △403 △271

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,476 △5,201

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △594 937

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

△6,000 －

 長期借入れによる収入 － 88

 長期借入金の返済による支出 △475 △2

 社債の発行による収入 － 6,000

 配当金の支払額 △1,135 △1,133

 非支配株主への配当金の支払額 △8 △3

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△531 △521

 その他 △30 △270

 財務活動によるキャッシュ・フロー △8,774 5,094

現金及び現金同等物に係る換算差額 61 △223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,455 3,367

現金及び現金同等物の期首残高 9,236 12,433

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 1 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  11,693 ※  15,800
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であったイームル工業株式会社の株式を追加取得し連結

子会社化したため、連結の範囲に含めております。

第１四半期連結会計期間において、新たに設立した明電舎（杭州）駆動技術有限公司を連結の範囲に含めており

ます。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、イームル工業株式会社を連結の範囲に含めたため、持分法適用関連会社から

除外しております。

 
(会計方針の変更等)

国際財務報告基準を適用している子会社は、第１四半期連結会計期間より、国際財務報告基準第16号「リース」

(以下「IFRS第16号」という。)を適用しております。これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを

貸借対照表に資産及び負債として計上することとしました。 IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認め

られている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の有形固定資産の「その他」が1,260百万円増加し、流動負債の「その

他」が395百万円及び固定負債の「その他」が874百万円増加しております。なお、当第２四半期連結累計期間の損

益に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　 ※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会計

年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

受取手形 533 百万円 － 

電子記録債権 194  － 

支払手形 56  － 
 

 
２ 偶発債務

金融機関借入金等に関する債務保証

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

MEIDEN INDIA PVT. LTD. 83百万円 46百万円

MEIDEN KOREA CO., LTD. 14 13 

従業員 6 5 

計 104 65 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

従業員給料及び手当 7,258百万円 7,501百万円
 

 
２　前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 

2019年４月１日 至 2019年９月30日)

当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向け浄水場・下水処理場向け電気設備

等において、年度末に売上高が集中する傾向があります。そのため、例年、第２四半期の売上高については、

年間の実績値に対して相対的に低い水準にとどまっております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金及び預金勘定 11,948百万円 16,151百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △215 △326 

拘束性預金 △38 △24 

現金及び現金同等物 11,693 15,800 
 

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１.配当金支払額

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,134 5.00 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金
 

(注) １．「１株当たり配当額」には、創業120周年記念配当１円が含まれております。

　　 ２. 2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」

        については、基準日が2018年３月31日であるため、2018年10月１日付の株式併合前の金額を記載しており

        ます。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　の末日後となるもの

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月26日
取締役会

普通株式 907 4.00 2018年９月30日 2018年11月28日 利益剰余金
 

　　(注) 2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」に

　　　　ついては、基準日が2018年９月30日であるため、2018年10月１日付の株式併合前の金額を記載しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年９月30日)

１.配当金支払額

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,134 25.00 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　の末日後となるもの

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月30日
取締役会

普通株式 1,134 25.00 2019年９月30日 2019年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自　2018年４月１日 至　2018年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

　　　　　
四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
 

社会イン
フラ事業

産業シス
テム事業

保守・
サービス
事業

不動産
事業

小計

売上高          

外部顧客への売上高 46,949 25,801 10,949 1,609 85,309 4,464 89,773 － 89,773

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,187 1,556 611 131 3,486 4,184 7,670 (7,670) －

計 48,136 27,357 11,560 1,740 88,795 8,648 97,443 (7,670) 89,773

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△6,231 2,050 △765 786 △4,160 269 △3,890 (875) △4,766
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福

利厚生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△875百万円には、セグメント間取引消去371百万円、たな卸資

産の調整額△38百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,208百万円が含まれております。

　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発部門等で行っている研究開発にかかる費用等であり

ます。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

　　　　　
四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３
 

社会イン
フラ事業

産業シス
テム事業

保守・
サービス
事業

不動産
事業

小計

売上高          

外部顧客への売上高 47,290 27,821 12,342 1,610 89,063 4,846 93,910 － 93,910

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,505 1,487 691 131 3,815 4,592 8,407 (8,407) －

計 48,795 29,308 13,033 1,741 92,879 9,438 102,318 (8,407) 93,910

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△4,773 674 12 713 △3,373 357 △3,016 (1,115) △4,132
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福

利厚生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,115百万円には、セグメント間取引消去313百万円、たな卸

資産の調整額△57百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,371百万円が含まれております。

　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発部門等で行っている研究開発にかかる費用等であり

ます。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年９月30日)

１株当たり四半期純損失 75円87銭 68円14銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純損失(百万円) 3,442 3,091

   普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(百万円)

3,442 3,091

   普通株式の期中平均株式数(千株) 45,373 45,371
 

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．当社は、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

　　　　 度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失を算定しております。

 
２ 【その他】

 

第156期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）中間配当について、2019年10月30日開催の取締役会において、

2019年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 1,134百万円

②　１株当たりの金額 25円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年11月12日

株式会社明電舎

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川   瀬   洋   人 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　　村 　　　　 敦 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社明電舎

の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月30

日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社明電舎及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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